
障発第０１３０００１号

平成１９年１月３０日

各 都道府県知事 殿

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長

居宅介護従業者養成研修等について

標記については 「指定居宅介護等の提供に当たる者として厚生労働大臣が定める、

もの （平成１８年９月２９日厚生労働省告示第５３８号。以下「告示」という ）と」 。

して定められたところであるが、居宅介護従業者養成研修等及び居宅介護従業者等の

取扱いは、下記のとおりであるので、御了知の上、管内市町村、関係団体、関係機関

等に周知徹底を図るとともに、その運用に遺憾のないようにされたい。

なお、平成１５年３月２７日付け障発第０３２７０１１号当職通知「居宅介護従業

者養成研修等について （以下「前通知」という ）は平成１８年９月３０日限り廃止」 。

する。

また、本通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第１項の

規定に基づく技術的な助言であることを申し添える。

記

第１ 居宅介護従業者養成研修等について

１ 居宅介護従業者養成研修等の課程

居宅介護従業者養成研修等の趣旨及び内容は次のとおりである。

イ 居宅介護従業者養成研修（告示第１条第２号に規定する居宅介護従業者養成研修

をいう。以下同じ ）一級課程（以下「一級課程」という ） 一級課程は、居宅介。 。

護従業者養成研修二級課程（以下「二級課程」という ）において取得した知識及。

び技術を深めるとともに、主任居宅介護従業者（居宅介護従業者のうち、他の保健

医療サービス又は福祉サービスを提供する者との連絡調整、他の居宅介護従業者に

対する指導、監督その他の居宅介護を適切かつ円滑に提供するために必要な業務を



行うものをいう ）が行う業務に関する知識及び技術を修得することを目的として、。

二級課程を修了した者を対象として行われるものとする。

ロ 二級課程 二級課程は、居宅介護従業者が行う業務に関する知識及び技術を修得

することを目的として行われるものとする。

ハ 居宅介護従業者養成研修三級課程（以下「三級課程」という ） 三級課程は、。

居宅介護従業者が行う業務に関する基礎的な知識及び技術を修得することを目的と

して行われるものとする。

ニ 重度訪問介護従業者養成研修基礎課程（告示第１条第３号に規定する「重度訪問

」 、 。 。）介護従業者養成研修 のうち 別表第１に定める内容以上のものをいう 以下同じ

重度訪問介護従業者養成研修基礎課程は、重度の肢体不自由者であって常時介護

を要する障害者等に対する入浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等

の家事並びに外出時における移動中の介護に関する基礎的な知識及び技術を習得す

ることを目的として行われるものとする。

ホ 重度訪問介護従業者養成研修追加課程（告示第１条第３号に規定する「重度訪問

」 、 。 。）介護従業者養成研修 のうち 別表第２に定める内容以上のものをいう 以下同じ

重度訪問介護従業者養成研修追加課程は、基礎課程において修得した知識及び技

術を深めるとともに、特に重度の障害者に対する緊急時の対応等に関する知識及び

技術を修得することを目的として、基礎課程を修了した者を対象として行われるも

のとする（ただし、基礎課程と追加課程を適切な組み合わせにより同時並行的に行

われる場合はこの限りではない 。。）

ヘ 行動援護従業者養成研修課程（告示第１条第４号に規定する「行動援護従業者養

成研修） 行動援護従業者養成研修課程は、知的障害又は精神障害により行動上著

しい困難を有する障害者等であって常時介護を要するものにつき、当該障害者等が

行動する際に生じ得る危険を回避するために必要な援護、外出時における移動中の

介護等に関する知識及び技術を修得することを目的として行われるものとする。

２ 告示に定める研修の課程を修了した旨の証明書の交付をする場合の当該証明書の様

式は、別記様式を参考とされたい。

３ 都道府県知事が、告示に定める研修を実施する者として指定した者（以下「居宅介

護従業者養成研修等事業者」という ）の実施する研修を修了したことをもって、告。

示に定める研修の課程を修了したものとして取扱うものとする。なお、都道府県知事

による指定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当

（ 、該指定に係る事業所の所在地 講義を通信の方法によって行おうとする者にあっては

主たる事業所の所在地）を管轄する都道府県知事に提出するものとする。

イ 申請者の氏名及び住所（法人にあっては、名称及び主たる事務所の所在地）

ロ 研修事業の名称及び実施場所（通信教育による事業を行う場合にあっては、主た

る事業所の所在地及び対象地域）

ハ 事業開始予定年月日

ニ 学則等



ホ カリキュラム

ヘ 講義を行う講師の氏名、履歴、担当科目及び専任兼任の別

ト 実習に利用する施設の名称、所在地及び設置者の氏名（法人にあっては、名称）

並びに利用計画及び当該施設の設置者の承諾書

チ 研修修了の認定方法

リ 事業開始年度及び次年度の収支予算の細目

ヌ 申請者の資産状況

ル 申請者が法人であるときは、定款、寄附行為その他の規約

４ 都道府県知事が指定する際の基準は、次のとおりとする。

イ 一級課程に係る基準

（１）修業年限は、原則として１年以内であること。ただし、地域の実情等により、

やむを得ない場合については、２年の範囲内として差し支えない。

（２）研修の内容は、告示第２条により読み替えられた「介護保険法施行規則第二十

二条の二十三第二項に規定する厚生労働大臣が定める基準 （平成１８年厚生労」

働省告示第２１９号 （以下「介護保険告示」という ）別表第二に定めるもの。） 。

以上であること。

（３）別表第二に定める各科目を教授するのに必要な数の講師を有すること。

（４）講師は、一級課程を教授するのに適当な者であること。

（５）別表第二に定める実習を行うのに適当な施設を実習施設として利用できること｡

（６）実習施設における実習について適当な実習指導者の指導が行われること。

ロ 二級課程に係る基準

（１）修業年限は、原則として８月以内であること。ただし、地域の実情等により、

やむを得ない場合については、１年６月の範囲内として差し支えない。

（２）研修の内容は、介護保険告示別表第三に定めるもの以上であること。

（３）別表第三に定める各科目を教授するのに必要な数の講師を有すること。

（４）講師は、二級課程を教授するのに適当な者であること。

（５）別表第三に定める実習を行うのに適当な施設を実習施設として利用できること｡

（６）実習施設における実習について適当な実習指導者の指導が行われること。

ハ 三級課程に係る基準

（１）修業年限は、原則として４月以内であること。ただし、地域の実情等により、

やむを得ない場合については、８月の範囲内として差し支えない。

（２）研修の内容は、介護保険告示別表第四に定めるもの以上であること。

（３）別表第四に定める各科目を教授するのに必要な数の講師を有すること。

（４）講師は、三級課程を教授するのに適当な者であること。

（５）別表第四に定める実習を行うのに適当な施設を実習施設として利用できること｡

（６）実習施設における実習について適当な実習指導者の指導が行われること。



二 重度訪問介護従業者養成研修基礎課程

（１）修業年限は、原則として１月以内であること。ただし、地域の実情等により、

やむを得ない場合については、２月の範囲内として差し支えない。

（２）研修の内容は、告示別表第一に定めるもの以上であること。

（３）別表第一に定める各科目を教授するのに必要な数の講師を有すること。

（４）講師は、基礎課程を教授するのに適当な者であること。

（５）重度訪問介護事業所との連携等により、別表第一に定める実習を行うのに適当

な体制を確保していること。

（６）実習について適当な実習指導者の指導が行われること。

ホ 重度訪問介護従業者養成研修追加課程

（１）修業年限は、原則として１月以内であること。ただし、地域の実情等により、

やむを得ない場合については、２月の範囲内として差し支えない。また、基礎課

程と追加課程を同時並行的に実施する場合にあっては、原則として ２月以内で

あること。ただし、地域の実情等により、やむを得ない場合については、４月の

範囲内として差し支えない。

（２）研修の内容は、告示別表第二に定めるもの以上であること。

（３）別表第二に定める各科目を教授するのに必要な数の講師を有すること。

（４）講師は、追加課程を教授するのに適当な者であること。

（５）重度訪問介護事業所との連携等により、別表第二に定める実習を行うのに適当

な体制を確保していること。

（６）実習について適当な実習指導者の指導が行われること。

ヘ 行動援護従業者養成研修課程

（１）修業年限は、原則として２月以内であること。ただし、地域の実情等により、

やむをえない場合については、４月の範囲内として差し支えない。

（２）研修の内容は、告示別表第三に定めるもの以上であること。

（３）別表第三に定める各科目を教授するのに必要な数の講師を有すること。

（４）講師は、行動援護従業者養成研修課程を教授するのに適当な者であること。

（５）演習は、適当な実習指導者の指導の下に、行動援護に関する実習を行うことで

も差し支えない。

ト 講義を通信の方法によって行う研修にあっては、イからヘに掲げる基準のほか、

次に掲げる基準に適合しなければならない。

（１）添削指導及び面接指導による適切な指導が行われること。

（２）添削指導及び面接指導による適切な指導を行うのに適当な講師を有すること｡

（３）面接指導の時間数は、一級課程に係るものにあっては１２以上、二級課程に係

るものにあっては６以上、三級課程に係るものにあっては３以上、重度訪問介護

従業者養成研修追加課程及び行動援護従業者養成研修課程にあっては１以上であ

ること。



（４）面接指導を行うのに適当な講義室及び演習を行うのに適当な演習室が確保され

ていること。

５ 都道府県知事は、居宅介護従業者養成研修等事業者から、研修修了者の氏名、生年

月日、修了した研修の課程及び修了年月日並びに修了証明書の番号を記載した名簿の

提出を受けること。

、 （ 、６ 都道府県知事は 居宅介護従業者養成研修等事業者について前記３ ルについては

当該指定に係る事業に関するものに限る ）に掲げる事項に変更があったとき、又は。

当該事業者が当該事業を廃止し、休止し、若しくは再開したときは、十日以内に、そ

の旨及び次に掲げる事項の届け出を当該事業者から受けること。

イ 廃止し、休止し、又は再開した場合にあっては、その研修の名称及び課程

ロ 廃止し、休止し、又は再開した場合にあっては、その年月日

ハ 廃止し、又は休止した場合にあっては、その理由

ニ 休止した場合にあっては、その予定期間

７ 留意事項

（１）複数の都道府県にわたる事業の指定事務の取扱いについて

イ 居宅介護従業者養成研修等事業者の指定は都道府県知事において行うこととな

ることから、複数の都道府県にわたる事業であっても、各都道府県知事において

指定する必要があること。

具体的には、通信課程による研修事業等同一の事業者が複数の都道府県にわた

って一体的に研修事業を実施する場合には、本部、本校等主たる事業所の所在地

の都道府県知事が指定するものとすること。ただし、その申請を受けた都道府県

知事は、当該都道府県以外の実習施設の所在地の都道府県に対し、当該実習施設

に対する指導監査等に関する情報の提供その他必要な協力を求めることができる

こと。

、ロ 同一の事業者が複数の都道府県にわたって研修事業を実施する場合であっても

その各々が独立して、研修実施場所、研修講師等を確保し、又は受講生の募集も

各々の都道府県下で行うなど、事業として別個のものと認められる場合は、各事

業所の所在地の都道府県知事において指定すること。

（２）平成１８年９月３０日以前に前通知に基づいて行った指定の取扱いについて

平成１８年９月３０日以前に行った都道府県知事指定による一級課程、二級課程

及び三級課程の養成研修事業については、改めて、本通知による指定を行うことが

望ましいが、本通知中の指定に係る基準は、基本的に前通知に基づく指定基準と内

容を変更するものではないことから、事業内容等に変更が無い場合には、本通知に

基づいて新たに指定したものとみなして差し支えないこと。

また、平成１８年９月３０日以前に行った指定都市又は中核市指定による一級課



程、二級課程及び三級課程の養成研修事業については、改めて、本通知による指定

を行う必要があるが、事業内容等に変更が無い場合には、本通知に基づく指定基準

を満たしているものと判断し、指定して差し支えないこと。

（３）研修の内容について

イ 介護保険告示別表第二から第四までに定める一級課程、二級課程及び三級課程並

びに告示別表第一から第三までに定める重度訪問介護従業者養成研修基礎課程、重

度訪問介護従業者養成研修追加課程及び行動援護従業者養成研修課程のそれぞれの

研修の内容は、各都道府県知事の判断により、科目や時間数について、より詳細な

基準を定めることは差し支えないこと。

ロ 居宅介護従業者養成研修の各課程は、三障害共通の研修課程とされていることに

留意すること。

（４）名簿の取り扱いについて

イ 居宅介護従業者養成研修等事業者が提出する研修修了者の名簿については、各

都道府県が自ら行う研修を修了した居宅介護従業者等の名簿とあわせて一体とし

て管理すること。

ロ 前通知に基づく研修修了者等告示の対象となる者についても、名簿を作成し、

一体として管理すること。

第２ 居宅介護従業者について

１ 居宅介護従業者等の具体的範囲等

（１）告示により、平成１８年１０月１日に現に居宅介護従業者養成研修等に相当する

ものとして都道府県知事が認める研修の課程を修了した者又は受講中である者であ

って、当該研修を修了した旨の証明書の交付を受けた者も、告示に規定する研修を

修了した者とみなされるものであること。

（２）障害者支援施設等の生活支援員としての実務経験を有する者については、それぞ

れの職種により既に研修したと同等の知識等を有すると認められる場合は、研修課

程の一部を免除することができるものとすること。その具体的な免除科目について

は、職種、施設・事業所の種類、経験年数等を勘案して決定するものとすること。

（ ） 、 、３ 看護師等の資格を有する者については 看護師等の養成課程における履修科目が

居宅介護従業者養成研修課程において履修すべき科目を包含すると認められること

から、一級課程の研修の全科目を免除することができるものとすること。

ただし、看護師等の業務に従事していた時期から相当の期間を経ている者又は在



宅福祉サービス若しくはこれに類似するサービスの従事経験のない者については、

職場研修等を適切に行うことが望ましいこと。

なお、看護師等の資格を有する者を居宅介護従業者等として雇用する場合は、居

宅介護従業者等として雇用されるのであって、保健師助産師看護師法に規定されて

いる診療の補助及び療養上の世話の業務を行うものではないこと。

（４）上記（２）及び（３）の他、都道府県、市町村等の実施する在宅介護サービスに

係る研修事業を受講した者が居宅介護従業者養成研修等を受講しようとする場合で

あって、当該研修において履修した科目が居宅介護従業者養成研修等の各課程にお

いて履修すべき科目と重複すると認められるものについては、研修課程の一部を免

除することができるものとすること。

（５）看護師等の資格を有する者等について、居宅介護従業者養成研修の課程の全科目

を免除する場合には、当該看護師等の資格を有する者等が居宅介護等に従事する際

の証明書として、通知に定める様式に準じた修了証明書を事前に発行することが望

ましいが、当面の間は、各都道府県知事の判断により、看護師等の免許証をもって

替える取扱いとしても差し支えないこと。ただし、この場合においても、各都道府

県知事が行う研修を修了した者とみなすこと等により、できる限り早期に修了証明

書を発行するよう努めること。

（６）その他、研修課程の免除の取扱いについては、別表のとおりとすること。

２ 経過規定

（１ 「相当する研修」について）

告示にいう「相当する研修」とは、前通知に基づく研修並びに「障害者（児）ホ

ームヘルパー養成研修事業の研修事業の実施について （平成９年５月２３日障障」

第９０号厚生省大臣官房障害保健福祉部長通知）及び「ガイドヘルパー養成研修事

業の実施について （平成９年５月２３日障障第９０号厚生省大臣官房障害保健福」

祉部長通知）に基づく研修（都道府県等が行う研修及び都道府県知事等の委託を受

けた研修）等が含まれること。

（２）前通知に基づく研修の取扱いについて

前通知に基づく「知的障害者移動介護（外出介護）従業者養成研修課程」につい

ては、告示にいう「行動援護従業者養成研修の課程に相当するもの」に含まれるこ

と。また 「日常生活支援従業者養成研修課程」については「重度訪問介護従業者、

養成研修の課程に相当するもの」に含まれること。

（３ 「居宅介護等事業に従事した経験を有する者」について）

平成１８年３月３１日において現に各法に規定する居宅介護等事業に従事した経

験を有する者であって、都道府県知事から必要な知識及び技術を有すると認める旨



の証明書の交付を受けた者については、居宅介護従業者等として取り扱うこととし

たものであること。これらの者に対しては、別記様式に準じた証明書を交付するこ

と。



（別表）研修課程の免除が可能なもの（前通知による研修修了者を含む ）。

（１）居宅介護従業者養成研修３級課程修了者が、２級課程を受講する場合

・社会福祉の基本的な理念及び福祉サービスを提供する際の基本的な考え方に関す

る講義のうち、サービス提供の基本的視点に関する講義（３時間）

・居宅介護に関する講義のうち、居宅介護従業者の職業倫理に関する講義を除いた

もの（３時間）

・介護技術に関する講義のうち、介護の事例検討及び住宅・福祉用具に関する知識

に関する講義を除いたもの（３時間）

・家事援助の方法に関する講義（４時間）

・福祉サービスを提供する際の基本的な態度に関する演習（４時間）

・レクリエーションに関する演習

・生活介護を行う事業所等のサービス提供現場の見学

（２）重度訪問介護従業者養成研修基礎課程修了者が、３級課程を受講する場合

・居宅介護に関する講義（３時間）のうち、重度の肢体不自由者に関するもの

・基礎的な介護技術に関する講義（３時間）のうち、重度の肢体不自由者に関する

もの

（３）重度訪問介護従業者養成研修追加課程修了者が、３級課程を受講する場合

・居宅介護に関する講義（３時間）のうち、重度の肢体不自由者に関するもの

・老人及び障害者の疾病、障害等に関する講義（３時間）のうち、重度の肢体不自

由者の疾病及び障害等に関するもの

・基礎的な介護技術に関する講義（３時間）のうち、重度の肢体不自由者に関する

もの

・医学等の関連する領域の基礎的な知識に関する講義（５時間）のうち、重度の肢

体不自由者の医療に関するもの

（４）行動援護従業者養成研修課程修了者が、３級課程を受講する場合

・老人保健福祉及び障害者福祉に係る制度及びサービス並びに社会保障制度に関す

る講義（４時間）のうち、知的障害及び精神障害に係る制度及びサービス並びに

社会保障制度に関するもの

・老人及び障害者の疾病、障害等に関する講義（３時間）のうち、知的障害者及び

精神障害者の疾病及び障害等に関するもの

・基礎的な介護技術に関する講義（３時間）のうち、基礎的な移動の介護に係る技

術に関する講義

（５）告示による廃止前の「指定居宅介護等の提供に当たる者として厚生労働大臣が

定めるもの （平成１８年３月３１日厚生労働省告示第２０９号。以下「旧告示」」

という ）に基づく視覚障害者外出介護従業者養成研修課程修了者又は旧告示に。



よる廃止前の「指定居宅介護及び基準該当居宅介護の提供に当たる者として厚生

労働大臣が定めるもの （平成１５年３月２４日厚生労働省告示第１１０号。以」

下「１５年告示」という ）に基づく視覚障害者移動介護従業者養成研修課程修。

了者が、３級課程を受講する場合

・老人保健福祉及び障害福祉に係る制度及びサービス並びに社会保障制度に関する

講義（４時間）のうち老人保健福祉に係る制度及びサービス並びに社会保障制度

に関する講義を除いたもの

・居宅介護に関する講義（３時間）

・老人及び障害者の疾病、障害等に関する講義（３時間）のうち、視覚障害者の疾

病及び障害等に関するもの

・基礎的な介護技術に関する講義（３時間）のうち、基礎的な移動の介護に係る技

術に関する講義

（６）旧告示に基づく全身性障害者外出介護従業者養成研修課程修了者又は１５年告

示に基づく全身性障害者移動介護従業者養成研修課程修了者が、３級課程を受講

する場合

・老人保健福祉及び障害福祉に係る制度及びサービス並びに社会保障制度に関する

講義（４時間）のうち老人保健福祉に係る制度及びサービス並びに社会保障制度

に関する講義を除いたもの

・居宅介護に関する講義（３時間）

・老人及び障害者の疾病、障害等に関する講義（３時間）のうち、全身性障害者の

疾病及び障害等に関するもの

・基礎的な介護技術に関する講義（３時間）のうち、基礎的な移動の介護に係る技

術に関する講義

（７）旧告示に基づく知的障害者外出介護従業者養成研修課程修了者又は１５年告示

に基づく知的障害者移動介護従業者養成研修課程修了者が、３級課程を受講する

場合

・老人保健福祉及び障害福祉に係る制度及びサービス並びに社会保障制度に関する

講義（４時間）のうち老人保健福祉に係る制度及びサービス並びに社会保障制度

に関する講義を除いたもの

・居宅介護に関する講義（３時間）

・老人及び障害者の疾病、障害等に関する講義（３時間）のうち、知的障害者の疾

病及び障害等に関するもの

・基礎的な介護技術に関する講義（３時間）のうち、基礎的な移動の介護に係る技

術に関する講義

（８）旧告示及び１５年告示に基づく日常生活支援従業者養成研修課程修了者が、３

級課程を受講する場合

・居宅介護に関する講義（３時間）



・老人及び障害者の疾病及び障害等に関する講義（３時間）のうち、全身性障害者

の疾病及び障害等に関するもの

・基礎的な介護技術に関する講義（３時間）のうち、全身性障害者の基礎的な介護

に係る技術に関する講義
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